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１　現状と課題

２　事業目的

３　事業目的を達成するための取組

４　成果指標 （推移の凡例　↗：改善　↘：悪化　→：変化なし　―：数値なし）

５　本事業が貢献する総合５か年計画の施策分野と達成目標

６　事業コスト （単位：千円、人）

R6年度 0 17,054,564 △ 148,507 16,906,057 16,817,085 16,644,888 5.7

R5年度 0 17,639,962 △ 324,668 17,315,294 17,203,585 17,144,356 5.7

No. 施策分野（施策の総合的展開名）
達成目標

（☆印が付いているものは主要目標）
単位

直近３か年の状況 目標

No. 指標名 単位
R6年度 R7年度 R7年度

目標値

%

%

保険者努力支援制度（都道府

県分）得点率

保険者努力支援制度（市町村

分）得点率

区分
予算額

決算額 職員数
前年度繰越 当初予算 補正予算等

合計

（予算現額） うち一般財源

達成

状況
目標値設定理由

5.7

事業番号 05 06 01 事業改善シート（令和7年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

少子高齢化により被保険者数は減少する一方、医療の高度化により1人当たりの医療費は増大している。県民に必要な医療の給付

を維持するため、適切に費用を見込み安定的に財源を確保していく必要がある。

　また、医療費適正化につながる特定健診受診率向上、糖尿病等生活習慣病重症化予防や適正服薬指導等の保健事業の取組に

は市町村間で格差がある。県全体の医療費適正化に向けて全ての市町村で取組が促進されるよう県は支援する必要がある。

国民健康保険被保険者が必要な医療を受けられるよう、保険者である県と市町村における安定的な制度運営を図る。

①国民健康保険の安定的な運営のための財政支援

国民健康保険の安定的な運営のため、以下の法定経費を県が負担

　・低所得者世帯の保険料（税）を軽減する市町村への助成等（負担率：3/4　市町村に対する補助）

　・国民健康保険の保険給付に対する負担（保険給付費の９%を国民健康保険特別会計へ繰出し）

　・高額医療費の増加による財政リスク軽減（90万円超の医療費の1/4を負担）

②市町村国保の保健事業促進の支援

県全体の医療費適正化のため、市町村国保の保健事業を支援

　・糖尿病重症化予防の取組が単独では難しい市町村に対するアドバイザーの派遣

　・協会けんぽと連携し、国保被保険者及び将来の国保加入者を対象とした生活習慣病の予防に係る啓発を実施

　・国保ヘルスアップ支援員を県保健所に設置し、KDB(国保データベース)システムによる管内市町村の健康課題の分析、課題の把

　 握を実施

　・重複・多剤服薬者等に対する適正服薬の指導の実施、保健事業の資質向上及び地域薬剤師会との連携

　・市町村の国保データヘルスを推進するため、各市町村の健康指標データについて疾病ごとに相関関係が分かる帳票を作成し、市

　 町村に提供

E-mail

R7年度 0

2022

(R4)
62.2

39.9

63.8

16,363,263 △ 136,428 16,226,835 16,155,765 15,892,963

↘

↘

健康づくりの推進

充実した医療・介護提供体制の構築

1-5①

1-5②

課・室
健康増進課

国民健康保険室

実施期間 S63 ～

実績 推移

R5年度

kokuho pref.nagano.lg.jp

事　業　名 国民健康保険運営安定化等事業
部局 健康福祉部

年／

年度 数値

2024

(R6)
65.7

年／

年度 数値

2023

(R5)

年／

年度 数値

2025

(R7)
70特定健診受診率

実績 実績 推移

% 64.4

年／

年度 数値

県及び市町村の保健事業等を評価する指標に適しているため、

成果指標として設定し、目標値については毎年向上を図るべきも

のであるため、前々年度以上の率を設定。

県及び市町村の保健事業等を評価する指標に適しているため、

成果指標として設定し、目標値については毎年向上を図るべきも

のであるため、前々年度以上の率を設定。

②-1

②-2

未達成

未達成

61.8

64.9

↘

↗

47.0

62.9

61.7

64.8



７　主な取組実績と成果

８　成果指標の達成状況に関する要因分析

９　今後の事業の方向性

指標 ②-1

指標 ②-2

市町村平均の令和６年度の得点率が62.9%に対し、令和７年度の得点率は63.8%と上昇し、令和６年度の８位から令和７

年度は５位と順位を上げた。引き続き、全国平均を上回る水準を維持しているものの、令和５年度の得点率の水準には及ばなかっ

た。得点率が伸び悩んだ主な要因としては、共通指標①「がん検診受診率・歯科検診受診率」や固有指標①「保険料（税）収納

率」の得点獲得が令和６年度と比較して得点が低下したことが影響した。

保険者努力支援制度は県や市町村の医療費適正化等の取組に応じて指標に基づき自治体ごとの点数が算定され、点数に応じて

交付金が交付される仕組み。長野県の令和６年度の得点率47.0%に対し、令和７年度の得点率は39.9%と下がり、令和６年

度の23位から令和７年度は37位と順位を下げた。主な要因として、指標①「主な市町村指標の都道府県単位化」における「個人

インセンティブの提供」、「保険料（税）収納率」や指標②「医療費適正化のアウトカム評価」における「年齢調整後１人当たり医療

費の改善状況」の獲得得点が令和６年度と比較して得点が低下したことが影響した。

(1) 上記７、８及び県民の意見等を踏まえた課題

・保険者努力支援制度（都道府県分）について、都道府県の取組の中でも「個人インセンティブの提供」、「保険料（税）収納

率」や「年齢調整後１人当たり医療費の改善状況」に係る得点獲得が伸び悩み順位を下げた。他県の取組状況も注視しつつ、得

点の獲得につながるよう市町村と丁寧な協議及び支援をすすめることが必要。

・保険者努力支援制度（市町村分）について、依然として上位を維持しているものの、得点率は伸び悩んでいるため、市町村の得

点獲得に向けた支援が必要。

・適正服薬に係る保健事業を実施していく上での基盤整備はできたが保健指導には専門的知識が必要であり、今後は市町村に薬

剤師会連携推進事業を活用してもらうことで保健指導に係る保健師の力量形成、取組の推進が必要。

・重複・多剤服薬者へのアプローチによる薬剤の適正使用促進は直接的な効果が見込めるが、依然として実施の負担感は大きく、実

施・効果検証まで至っていない。

・糖尿病等の重症化予防の取組は、長期的な医療費抑制効果が見込めるが、小規模市町村はマンパワー・ノウハウ不足により、保

健指導等が実施困難な状況であるため、支援が必要。

(2) 事業改善の方策

・保険者努力支援制度（都道府県分）について、令和８年度はこれまでの支援に加え、令和６年度より得点が大きく低下した指

標である「年齢調整後一人当たり医療費の改善状況」について、医療費通知の対象費用の拡充や抗菌薬の適正使用に係る周知

等の医療費適正化に係る取組を推進するとともに、糖尿病等の重症化予防の取組実施に向けた市町村への支援等を行いながら、

課題達成に取組む。

・保険者努力支援制度（市町村分）について、国の動向を注視しつつ、市町村の得点状況や課題の把握を行い、積極的に説明

や個別助言を実施し、獲得得点の増加を支援していく。

・適正服薬に係る保健事業について、対象者への保健指導方法等に対する薬剤師の薬学的助言や市町村職員の力量形成のため

の研修会開催等の支援を行っていく。

・重複・多剤投与者に対する取組について、市町村保健師の負担は大きく、取組を行うには薬剤師との連携が必要。市町村国保の

適正服薬指導に対する薬剤師会連携推進事業の充実を図り、実施の支援を図る。

・糖尿病等の重症化予防の取組について、主に小規模市町村を対象とするアドバイザー派遣等、取組実施に向けた支援を行い、県

全体の取組の充実を図る。

達成状況 未達成

①国民健康保険の安定的な運営のための財政支援

以下の法定経費を県が負担

　・低所得者世帯の保険料（税）を軽減する市町村に対して、4,188,404千円を助成（対象：14万人）

　・高額医療費の発生件数の増加による財政リスクの軽減額（90万円以上の医療費の1/4を負担）：1,309,148千円

　・国民健康保険の保険給付費に対する負担額（9%　国民健康保険特別会計への繰出し）：9,154,427千円

②市町村国保の保健事業促進の支援

保険者努力支援制度（都道府県分）得点率 R6年度推移 ↘

保険者努力支援制度（市町村分）得点率 R6年度推移 ↘ R7年度推移 ↗

健康福祉部 課・室
健康増進課

国民健康保険室

　・糖尿病性腎症重症化予防の取組が単独では難しい小規模市町村に対して、アドバイザーを10市町村へ派遣

　・国保ヘルスアップ支援員を県保健所に配置し、KDB（国保データベース）システムにより管内市町村の分析や課題の把握を実施

　・県薬剤師会と連携し29市町村に対して薬剤師を派遣し、重複・多剤服薬者等に対する適正服薬指導について、保健師の資質

　  向上支援を実施。また、全県に禁煙の保健指導に活用できるリーフレットを提供

　・協会けんぽと連携し、国保被保険者及び将来の国保加入者を対象とした生活習慣病の予防に係る啓発を実施

　・市町村の国保データヘルスを推進するため、各市町村の健康指標データについて疾病ごとに、相関関係が分かる帳票を作成し全

　　市町村へ提供。また、帳票の活用方法について研修会を実施

事業番号 05 06 01

R7年度推移 ↘ 達成状況 未達成

事業改善シート（令和７年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

事　業　名 国民健康保険運営安定化等事業 部局



No.

3
特定健康診査・特定保健指導事業

負担金繰出金
繰出金

3
保険基盤安定負担金

（未就学児軽減分）

未就学児に対する保険料（税）軽減に対し助成

（負担率：1/4）負担金

対象：7,683人、負担金額：17,011千円

保険基盤安定負担金

（産前産後保険料免除分）

課・室
健康増進課

国民健康保険室

令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

低所得世帯に対する保険料（税）軽減に対し助成

（負担率：3/4）

対象：140,294人、負担金額：4,188,404千円

事　業　名

実施方法

保険料（税）軽減世帯の被保険者数に応じた一定割合に対し助成

（負担率：1/4）

対象：77市町村、負担金額：920,855千円

出産日の属する月の前後の保険料（税）免除に対し助成

（負担率：1/4）負担金

対象：597人、負担金額：5,876千円

1

4

千円千円

細事業を構成する主な取組

2
国民健康保険高額医療費負担金繰

出金

4 事務費繰出金 繰出金

細事業

No.
細事業名

2

千円

対象：77市町村、繰出金額：232,237千円

高額医療費の増加による市町村の財政リスク軽減に要する経費の繰出（負担

率：1/4）

対象：77市町村　繰出金額：9,154,427千円

国民健康保険の保険者として県が実施する業務に要する事務費の繰出

事務費繰出金額：4,724千円

国民健康保険特別会計繰出金

国民健康保険県繰出金

10,700,536

千円 千円

保険者に義務付けられた糖尿病等の生活習慣病予防に着目した特定健康診査・

特定保健指導事業に要する経費について、市町村に助成するための繰出（負担

率：1/3）

細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

保険基盤安定負担金

（保険料（税）軽減分）

□当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

2

1

細事業

No.

R7年度

決算額

R6年度

決算額
細事業名

保険基盤安定負担金

No.

1

部局 健康福祉部国民健康保険運営安定化等事業

保険基盤安定負担金

（保険者支援分）

負担金

負担金

R5年度

決算額

R6年度

決算額

R7年度

決算額

11,581,454 11,254,083

事業番号 05 06 01 細事業一覧（令和７年度実施事業分）

R5年度

決算額

5,132,1465,327,8855,458,027

千円

県及び市町村の国民健康保険財政の安定化に資する事業に要する経費の繰出

（交付率：保険給付費の9％）繰出金

繰出金

対象：77市町村、繰出金額：1,309,148千円



1

5
KDBを活用した市町村国保データヘ

ルスサポート事業
委託

実施対象市町村数：77市町村、説明会１回開催

2
市町村国民健康保険健康長寿支援

（地域・職域連携推進）モデル事業

国保ヘルスアップ支援員を県保健所に配置し、KDB（国保データベース）等により

管内市町村の分析、課題の把握を行い、市町村国保保健事業を支援3
国民健康保険市町村保健事業支援

事業

4
市町村国保の適正服薬指導に対する

薬剤師会連携推進事業

市町村国保が実施する重複・多剤服薬者等に対する適正服薬に向けた保健指導

について、薬剤師の専門的視点での助言・支援等を実施委託

実施市町村数：29市町村

R5年度

決算額

R6年度

決算額

R7年度

決算額

104,875 62,920 60,281

千円 千円 千円

各市町村の健康指標データの相関関係帳票を作成・提供し、市町村国保データヘ

ルスを推進

協会けんぽと連携し、上小地域の国保被保険者及び将来の国保加入者を対象と

して生活習慣病（高血圧）の予防に係るリーフレットを配布し啓発を実施直接

リーフレット配布数：5,800枚（上小地域の国保被保険者・上小地域事業所

分）

直接

実施市町村数：77市町村

市町村糖尿病性腎症重症化予防ア

ドバイザー派遣事業

重症化予防に関する取組について、ノウハウ不足や、保健師数が少ない等、取組が

単独では難しい市町村に対しアドバイザーを派遣直接

派遣市町村数：10市町村

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

細事業

No.
細事業名

3 国民健康保険市町村保健事業支援


